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○ 地域別の主要施策 施策評価調書      

目指す 

方向性 

●地域の名称  県 北 地 域

安全・安心な生活環境を回復し、幅広い産業集積と行政・教育・

医療等の高次都市機能を生かして、医療関連分野をはじめ、本県経

済をリードする産業の振興を図ります。 

●代表的な取組の進捗状況

①誰もが安心して生き生きと暮らせる生活圏の形成 

◆市町村が除染実施計画に基づき実施する除染対策

等を総合的に支援しています。 

（これまでの実績(Ｈ25.8 末)： 

・住宅：計画 97,790 戸、発注率 88.4%、実積率 32.7% 

・水田：計画 7,413.6ha  発注率 100.0%、実績率 99.9%） 

◆将来にわたる県民の健康の維持、増進を図るため、

県民健康管理調査を実施しています。 

（これまでの実績(Ｈ25.3 末)： 

甲状腺検査(18歳以下) 77,455人受検、うちＡ判定99.9%） 

②地域を支える人づくり、多彩な交流の促進による地域の活性化 

◆中山間地域の生活を支える人材の育成に取り組ん

でいます。

（これまでの実績：「あぶくま農と暮らし塾」開講(二本松市) 等） 

◆ 交流人口の回復に向け、観光復興ＰＲとともに魅

力的な地域情報の発信に取り組んでいます。 

（震災以降の観光客入込数の推移 

Ｈ22：10,923 千人→Ｈ23：7,850 千人［△28.1%］ 

→Ｈ24：9,406 千人［△13.8%、Ｈ23年比 19.8%増］） 

③地域産業の再生と新たな社会を拓く活力ある産業の創出 

◆県立医科大学において創薬開発を推進するため

「医療－産業トランスレーショナルリサーチセン

ター（ふくしま国際医療科学センター）」の整備を

進めています。 

（Ｈ25 実施設計、Ｈ26～27 施工、Ｈ28 運用予定） 

◆米の全量全袋検査や農林水産物モニタリングによ

り、食の安全・安心を確保するとともに、消費者

が検査結果を分かりやすく確認できる取組（見え

る化）を進めています。 
（これまでの実績： 

・24 年産玄米検査 1,290,091 袋 
(うち 99.995％が基準値以内） 

・福島県産桃の平均単価(1kg)（東京都中央卸売市場） 
震災前の５年間平均（Ｈ18～22）：401 円との対比 
→Ｈ23：222 円［△44.6%］→Ｈ24：340 円［△15.2%］ 
→Ｈ25 年(8 月末)：346 円［△13.7%］ 

・検査結果確認用タブレット端末を食品スーパー等 
34 か所に設置(Ｈ25.8 末まで)） 

住宅の除染作業 

玄米の全量全袋検査 

あぶくま農と暮らし塾の開講 
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④災害に強く、安全で安心な生活を支える基盤の整備 

◆主要幹線の国道 114 号、115 号、349 号や県道原町川俣

線等の整備を進めるとともに、県北地域と浜通りを結

び、本県復興の基軸となる東北中央自動車道（相馬福島

間）の整備を促進しています。 

（これまでの実績： 

・国道 114 号「川俣町小綱木バイパス」供用開始 

・東北中央自動車道「霊山福島間」の新規事業化） 

◆大規模災害発生時の情報連絡員（リエゾン）の派遣体制

を整備するとともに、県・市町村等職員の災害対応能力

向上のための研修や実地訓練等を通し、地域防災体制の

強化に取り組んでいます。 

（これまでの実績： 

・被災市町村への情報連絡員(リエゾン)の派遣体制 

整備(Ｈ25.7～)） 

・自治体職員向け防災セミナーの開催(Ｈ25.6) 

・市町村との合同実地訓練(Ｈ25.9)、図上訓練の実施(11 月予定)  

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

① 住宅等の除染を更に推進するため、仮置場整備など、実施主体である市町村の

取組を支援するとともに、事業者等の確保や育成などを一層進めていく必要が

あります。 

②各地域における着地型観光の取組を有機的に繋げ、地域全体としての魅力を高め

ながら、効果的な情報発信に取り組む必要があります。 

③消費者や流通関係者等への県産農産物等の信頼回復を図るため、正確な情報発信

とともに効果的かつ戦略的なプロモーションや理解を促進するリスクコミュニ

ケーションを積極的に展開する必要があります。 

④本県復興の基軸となる東北中央自動車道や国道１１４号等の整備を進めるとと

もに、震災に起因する浜通りの交通事情により国道３４９号等の交通量が増加し

ていることから、更にきめ細かな道路の維持管理に努める必要があります。 

国道 114 号の整備 
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○ 地域別の主要施策 施策評価調書

目指す 

方向性 

●地域の名称  県 中 地 域

地理的優位性と農業･工業･商業の高いポテンシャルを生かし、再

生可能エネルギー、医療機器分野等の研究拠点や関連産業の集積、

農林水産業の高付加価値化を進め、本県経済を牽引します。 

●代表的な取組の進捗状況

①震災･原子力災害の克服、安全で安心に暮らせる地域社会の形成 

◆県中地域に居住する被災者に対する健康支援活動

を行い、健康状態の悪化予防、健康不安の解消及

び孤立化予防に取り組んでいます。 

 また、被災者等を支援するため、相談支援、人材

育成・人材派遣、普及啓発等の実施により被災者

の心のケアに取り組んでいます。 

◆緊急時避難準備区域が解除された田村市都路地区

において、市が除染を実施しています。 

また、都路町商工会と連携して都路復興コミュニ

ティ支援センター「結」に再生支援員を 3 名配置

し、帰還住民等の相談対応、食事の提供、日用品

の販売、弁当の宅配等に取り組んでいます。 

◆地域連携を強化する国道２８８号船引バイパス、

吉間田滝根線（広瀬工区）、いわき石川線（長光地

工区・松川工区・石川バイパス）などの整備を進

め、災害に強く信頼性の高い道路ネットワークを

構築しています。 

◆東日本大震災により被災した藤沼湖（須賀川市）につ

いて、周辺地域住民の安全・安心を念頭に平成 25年度

からダム堤体の災害復旧工事に着手します。 

②未来を拓き、地域の活力を支える産業の集積と高度化の推進 

◆産業技術総合研究所と県、郡山市が連携推進委員会を

設け、再生可能エネルギー関連産業の集積に向けた取

組を進めています。 

また、ハイテクプラザでは職員(２名)を産総研つくば

へ派遣し、地中熱利用及び太陽光発電関連の共同研究

を行います。 

ダムイメージ 

国道 288 号船引バイパス 

都路復興コミュニティ支援センター「結」 

平田村親子ふれあい教室 

福島再生可能エネルギー 
研究開発拠点 

（平成 26 年１月竣工予定） 
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③風評の払しょくと観光の推進、地域資源の活用による交流人口の拡大 

◆魅力的な地域情報をテレビ番組を活用して首都圏

等へ発信し、風評払しょくと観光誘客の拡大に取

り組んでいます。 

さらに、「ふくしまデスティネーションキャンペー

ン」に向けて、市町村、経済団体等と連携し、観

光素材の磨き上げ、核となる観光商品づくりなど

広域観光の推進に取り組んでいます。 

④生活基盤の充実と「地域の宝」を生かした過疎・中山間地域の振興 

◆ピーマンやトマト等、本県の顔となる主要な園芸

産地の生産力強化や新たな園芸品目の産地形成と

ともに、安全な自給飼料確保に向けた飼料用稲の

取組を支援しています。 

⑤豊かな自然環境と調和のとれた地域社会の形成 

◆森林の有する多面的な機能を発揮させるため、間

伐や中山都沢線（郡山市）をはじめとする林道の

整備を進めています。 

また、治山対策等の実施により、災害の未然防止

を図っています。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

①原子力災害の風評対策として、市町村等と連携した広域観光の推進及び農

林水産物の安全性ＰＲ・消費販売促進活動による情報発信に取り組んでい

く必要があります。 

②田村市都路地区においては、地域コミュニティの再生や営農・商工業の再

開など復興に向けた取組を支援していく必要があります。 

ピーマン指導会 

テレビ番組（東京ＭＸテレビ） 

森林整備（間伐）後 
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○ 地域別の主要施策 施策評価調書

目指す 

方向性 

●地域の名称  県 南 地 域

首都圏に隣接する地理的条件・交通条件を生かし、県全体の復興

を牽引する地域づくりを進めていきます。 

●代表的な取組の進捗状況

①新たな時代を牽引する地域産業の振興 

◆県が白河市大信地区において造成中の「工業の

森・新白河Ｂ工区」は、平成 26 年 3 月企業引き渡

しの予定であり、操業開始後は、200 人以上の雇

用創出が図られる予定です。 

また、本地区へのアクセス道路となる国道 294 号

豊地工区の整備等も進めています。 

◆被災した企業等に対する事業継続や再開の支援、

企業立地補助金や復興特区等による工場の新増設

等支援を行っています。 

また、復興に取り組む企業・成長分野等企業を対

象とした雇用経費の助成、被災求職者の就労支援

等により雇用創出を図っています。 
（これまでの実績： 

・企業立地補助金 41 社、新規雇用見込み 666 人 
・雇用支援事業 446 社、雇用創出 2,034 人 等） 

◆農林水産物の安全性確認のため、緊急時環境放射

線モニタリング検査及び米の全量全袋検査に取り

組んでいます。 
また、検査結果確認用タブレット端末を農産物直
売所等５カ所に設置するなど、検査結果を消費者
に分かりやすく提供する取組（見える化）を進め
ています。 
（これまでの実績(Ｈ24)： 

Ｈ24産米検査 約160万袋中、基準値超過検体は無し 等）

②地域の持続可能な発展を担う人づくり 

◆東白川郡の小学校において、自分たちの住む地域

の産業、歴史や文化に触れる学習や体験活動をと

おして、郷土を愛する心を育むとともに、地域人

材の知恵に学びながら、人と人、人と地域の絆を

大切にする豊かでやさしい心を育てる事業を実施

しています。 

◆県南地域産業人材育成ネットワーク会議を中心に、地

域企業、行政及び教育委員会等と連携して、県南地域

における持続可能な産業人材育成の仕組みづくりや人

材育成事業に取り組んでいます。 
（これまでの実績(Ｈ24)： 

・企業在職者向け実技講習会 参加者 60名 

・高校生等向け企業説明会  参加者 260 名 

・小中学生対象の工場見学  参加者 136 名 等） 

工業の森・新白河Ｂ工区 

「こころの学校」 
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③地域資源を生かした交流の促進 

◆南会津地方振興局・いわき地方振興局等と連携して、

北関東において各種イベントを開催し、福島県の魅力

や農産物の安全性等の発信、風評の払しょくに努めて

います。 

（これまでの実績(Ｈ24)： 

「みぶハイウェイパーク」イベント来場者約7,000人 等） 

◆都市と農村との交流を促進するため、県南地方の

地域資源を活かしたグリーン・ツーリズムを推進

するとともに、農家民宿の開設支援にも取り組ん

でいます。 

（これまでの実績(Ｈ24)： 

・グリーンツーリズム来訪者 1,327 人(前年度比 6.6％増) 

・農家民宿 開設 1 件 等） 

④人々がいきいきと心豊かに暮らせる安全で安心な源流の里づくり 

◆健全な森林の維持・造成による源流域の整備を進

めるため、森林整備事業を行っています。 

また、公益的機能の発揮が求められる重要な森林

については、「保安林」の指定や治山事業による機

能の回復に努めています。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

①首都圏に隣接する地理的優位性を生かし、引き続き積極的な企業誘致を推

進するとともに、集積した企業間の連携を図っていく必要があります。 

②原子力災害に伴う風評による観光客の減少、定住・二地域居住など都市農

村交流の低迷等の状況に対応するため、観光客誘致や都市地域との交流、

農林水産物の消費拡大等に引き続き取り組む必要があります。 

間伐された森林 

みぶﾊｲｳｪｰﾊﾟｰｸｲﾍﾞﾝﾄの様子 
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○ 地域別の主要施策 施策評価調書

目指す 

方向性 

●地域の名称  会 津 地 域

地域特性を生かした交流促進、産業振興を図るとともに、過疎・

中山間地域の活力回復や安全・安心の確保に努めます。 

●代表的な取組の進捗状況

① 交流促進に向けた受入環境の整備 

◆大河ドラマ「八重の桜」の放送を契機に

会津若松市を中心に観光客入込数が回

復しています。 

◆「八重の桜」の誘客効果を会津全域に波

及させるため、全会津１７市町村と連

携し、あいづ広域観光情報センター「ｉ

らんしょ。」を開設し、会津地方の新た

な魅力の発信に取り組んでいます。 

② 過疎・中山間地域の活力回復に向けた環境の整備 

◆平成 23 年 7 月の新潟・福島豪雨により被害を受けた、会津管内の災害査定

箇所全 146 箇所について、平成 25 年度内完了を目指し、復旧工事を進めて

います。 

◆ＪＲ只見線全線復旧に向けて、沿線市町村や関係機関と連携し、沿線住民の

マイレール意識の醸成や利用促進に繋がる取組を進めています。 

③ 安全・安心な生活を支える基盤の整備 

◆平成25年 5月に公立大学法人福島県立医科大学会

津医療センターが開所し、診療のほか感染症対策

やへき地医療支援など政策医療にも取り組んでい

ます。また、他の医療機関との連携を図りながら、

会津地域全体の医療を支える中核的機能を果たし

てまいります。 
会津医療センター（H25.5 開所） 
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（H25 推計）約 94 万人

鶴ヶ城観光客入場者数

金山町二本木橋流出状況（H23.7 月現在） 金山町二本木橋復旧状況（H25.6 月現在） 
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④ 地域経済を支える産業の振興・集積 

◆平成 24 年７月から会津若松市内において木質チ

ップを活用したバイオマス発電所が稼働していま

す（送電出力 4,700ｋW）。 

◆会津北部地区や、会津宮川地区等において土地改

良施設を利用した民間の小水力発電が発電を開始

しており、今後も会津地方の豊富な地域資源を活

用した再生可能エネルギーの推進に取り組んでい

くこととしています。 

⑤ 自然環境・景観等を後世に伝える取組 

◆磐梯山地域は重要な自然遺産のほか山岳信仰な

どの文化遺産を有することから、平成 23 年 9 月

に日本ジオパークに認定され、自然環境の保全や

教育、ツーリズムを行うことにより、地域の持続

的な発展を目指しています。 

今後、国際的に多くの人々に訪れてもらうよう、

世界ジオパーク認定を目指した取組に対して支

援しています。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

①「八重の桜」放映終了後の観光客入込数を維持し、本格的な観光復興を実

現していくために、地域の観光素材の磨き上げやおもてなし向上を図り、

会津地域が一体となって効果的な観光 PR に取り組むとともに、平成 27

年の「ふくしまデスティネーションキャンペーン（DC）」の成功に向けて、

平成 26 年の「プレ DC」、平成 28 年の「アフターDC」を着実に進めて

いく必要があります。 

②木質バイオマス発電所では、燃料用チップの安定供給が求められており、

豊富な森林資源を有する会津地域の林業振興やエネルギー自給率の向上

を図る観点から、今後も未利用間伐材等の活用を一層推進していく必要が

あります。 

世界ジオパーク認定を目指す磐梯山 

木質チップを活用したバイオマス発電 
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○ 地域別の主要施策 施策評価調書

目指す 

方向性 

●地域の名称  南 会 津 地 域

豊かな自然や伝統文化を保全・継承するとともに、地域産業の振

興や特色ある地域資源を生かした観光・交流人口の拡大を図り、活

力ある地域づくりを進めます。 

●代表的な取組の進捗状況

①地域の特性を生かした産業の振興と再生可能エネルギーの導入促進 

◆南会津地域から生産・出荷される農林水産物のモ

ニタリング検査などを実施するとともに、地産地

消を推進するキャンペーンなどにおいて、その安

全性をＰＲしています。

◆生産者、販売者等による求評会の開催などにより、

花豆やリンゴ、じゅうねんなどの地域の特産農産

物を生かした６次化の商品づくりを進めるととも

に、首都圏等での物産展の開催に取り組んでいま

す。 

◆南郷トマトなどを栽培する新規就農者に対し、給

付金や技術指導による支援を行っています。 

◆南会津地域のものづくり企業について、ホームペ

ージによる情報発信を強化するとともに、新たな

取引関係の構築に努めています。 

◆小水力発電の適地調査やバイオマス発電の事業化

支援などを行うとともに、南会津地域再生可能エ

ネルギー推進協議会を中心に、再生可能エネルギ

ーの普及を進めています。 

②地域資源を活用した観光・交流人口の拡大 

◆南会津向けのツアーの造成等により誘客を図るとと

もに、グリーンツーリズムについては、アドバイザー

の招聘などにより、受入農家のノウハウの蓄積やスキ

ルアップを図っています。 

また、南会津地域の「観光」、「グルメ」、「温泉」など

様々なジャンルのコンテンツを取りそろえたホームペ

ージにより、地域の魅力を発信しています。 

◆教育旅行関係者等を対象に、管内４町村が連携し

て当地域の魅力を発信するパンフレットを作成す

るなど、教育旅行のＰＲを行っています。 

◆定住・二地域居住希望者向けのリーフレットの作

成や、ホームページへの体験談の掲載など、各種

情報発信を行うとともに、ワークステイを実施し

ています。 

◆会津縦貫南道路や国道２８９号八十里越などの道

路整備を進めています。 

「おいでよ！南会津。」観光物産フェア 
（東京都庁） 

「おいでよ！南会津。」のＨＰ 
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③社会生活基盤の維持・整備による安全・安心な暮らしの確保 

◆南会津病院などの中核病院やへき地診療所などにお
いて、患者情報を共有するために必要な機器を整備
し、地域医療ネットワークの構築を進めています。 

◆国道１２１号入山地区での落石対策など道路の危
険箇所の解消を進めています。 

◆一般林道「矢竹阿多根線」など林道の整備を進めています。 
◆会津鉄道と野岩鉄道の経営の安定化を図るととも

に、野岩鉄道と連携し、南会津地域の観光情報を
発信するなど、誘客を図っています。 

◆新潟・福島豪雨により被災した農地、道路や河川
などについて、早期復旧に取り組んでいます。 
（これまでの実績(Ｈ25.3 末)：災害復旧工事発注率 

 農林関係 85％、土木関係 95％ 等） 

◆ＪＲ只見線の早期復旧に向けて要望活動を実施するとと
もに、只見線利活用促進の取組を支援しています。 

◆消防団員の確保について、消防団の情報交換を行
い、消防体制の強化に努めているほか、集落にお
ける地域づくり計画の策定を支援しています。 

④豊かな自然環境や伝統文化など地域の宝の保全・継承 

◆尾瀬において、ニホンジカによるニッコウキスゲ

の食害防止を図るため、尾瀬保護財団などと連携

した夜間巡視を行うなど、被害をもたらす野生動

物の対策などを行っています。 

◆水源区域の森林における間伐等を支援しています。 

◆豊かな自然、歴史的景観、伝統文化などについて理解を

促す、小中学校の各種体験活動などを支援しています。 

◆歳の神や伝統食文化であるつと豆腐
．．．．

の復活や、集落が

使用する和太鼓の整備などについて支援しています。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

①観光客入込数や農産物の販売額について、震災前の水準への早期回復に取

り組む必要があります。 

②平成２７年のデスティネーションキャンペーンに向けて、新たな観光・物

産などの地域資源の掘り起こしなどが求められています。 

叶津川の様子(只見町) 

尾瀬のニッコウキスゲ（檜枝岐村） 
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○ 地域別の主要施策 施策評価調書

目指す 

方向性 

●地域の名称  相 双 地 域

安全で安心な暮らしの再構築や、原子力に依存しない産業の振

興、農林水産業の再生など、津波と原子力災害を乗り越え、復興へ

向けた新たな人づくりと地域づくりを進めます。 

●代表的な取組の進捗状況

①避難者等に寄り添った生活の再建 

◆県復興公営住宅の建設について、県内９ヵ所(いわ

き市、郡山市、会津若松市)で 500 戸分の土地売買

契約を終え、建物の設計業務に着手しました。 

また、新規建設分 1,000 戸をはじめ、全体で約

3,700 戸の整備計画を策定したところであり、平

成 27 年度までの入居を目指して整備を進めてい

きます。 

②安全で安心な暮らしを支える社会の再構築 

◆管内の病院等を訪問して現状と支援要望等の把握

に努めるとともに、医師を派遣するなど、医療・

福祉・介護従事者等の確保を支援しています。 

また、市町村が実施する除染等について、除染事

業者等の育成や除染技術の実証を行うとともに、

放射線モニタリング調査を継続して測定結果を公

表しています。 

（これまでの実績：病院等訪問 139件、医師派遣10人 等）

③地域の復興を加速するインフラの復旧・整備 

◆常磐自動車道について、復旧・整備工事の再開と

各区間の開通目標を示しつつ早期全線開通を目指

すとともに、相馬福島道路については、概ね 10 年

以内の完成に向けて整備を進めます。 

また、県道原町川俣線（八木沢工区）の整備をは

じめとした主要路線や、津波で被災した相馬港湾

施設等の復旧・整備を進めています。 

（これまでの実績(Ｈ25.9 末)： 

相馬港湾被災 70 施設中、復旧完了 28 施設 等） 

④原子力に依存しない産業の振興 

◆中小企業等の復旧・復興を支援するため、建物等

の借上や修繕に対して経費の一部を支援するとと

もに、復興特区法等に基づく税制優遇措置や企業

立地補助金の活用により、工場等の新・増設を促

進しています。 

 （これまでの実績： 

・中小企業復旧・復興支援事業 申請673件(Ｈ25.9末) 

・ふくしま産業復興投資促進特区 15事業所18件(Ｈ25.9末） 

・企業立地補助金 採択43 件 等) 

復興公営住宅（イメージ） 

川内村野菜工場 

地域医療体験研修 

原町川俣線 
(八木沢工区）整備計画 
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⑤地域特性を生かした農林水産業と過疎・中山間地域の再生 

◆被災した農地・農業用施設、海岸保全施設等につ

いて、復旧事業を実施しています。 

また、農林水産物のモニタリング調査を実施して、放

射性物質汚染の実態把握を行いながら、テレビ・新聞

等のマスメディアを活用した PR 等により、県産農林

水産物の風評の払しょくに努めています。 

さらに、水産物については、調査結果を踏まえて

18 魚種の試験操業が開始されています。 

（これまでの実績： 

・災害復旧工事発注 490 地区(Ｈ25.9 末) 

・漁場堆積がれき等の撤去 1,858.4 ﾄﾝ(Ｈ24) 等） 

⑥復興に向けた新たな人づくり・地域づくり 

◆被災した児童生徒の学習支援や心のケアのため、教職

員を追加配置するとともに、スクールカウンセラーを

配置し、教育相談等を通して児童生徒の心のケアやサ

ポートを行っています。 

また、民間団体等が行う震災等からの復興に向け

た地域づくり活動など、コミュニティの維持・再

生への取組等について支援しています。 

 （これまでの実績： 

・小中学校教職員の追加配置 193 人 

・小中学校等へのスクールカウンセラー配置 40 人 等） 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

①避難者等の生活再建と一日も早い帰還に向け、原発事故の収束をはじめ、除

染、損害賠償、インフラ整備、産業の再生など多くの課題に迅速かつ着実に

取り組む必要があります。 

②市町村によって復旧・復興に向けたスピードに違いが生じており、各市町村

が抱える課題や今後の取組についても異なっていることから、実情に応じた

きめ細やかな対応が求められており、避難先と避難元市町村の調整や、双葉

郡町村間の連携が重要な課題となっています。 

③中でも、居住・生活環境の整備等については、避難の長期化等を踏まえ、復

興公営住宅の早期整備や避難先におけるコミュニティの維持を図るための

対策が求められています。 

④原発の汚染水問題や除染作業の遅れが、避難者の帰還に向けた大きな障害と

なっています。 

相馬の試験操業風景 

仮設住宅でのよさこい講習会 
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○ 地域別の主要施策 施策評価調書

目指す 

方向性 

●地域の名称  い わ き 地 域

地震、津波、原子力発電所事故による複合災害を克服し、安全・

安心に暮らせるとともに、浜通りの復興拠点地域として、活力に満

ちた地域の形成を目指します。 

●代表的な取組の進捗状況

①安全で安心な地域社会の形成 

◆津波被害を軽減するための防災緑地を整備するに

あたり、防災機能やまちづくりについて、地域に

根ざした意見を反映させるためのワークショップ

を開催しました。 

今後は、いただいた意見を踏まえながら、詳細設

計、用地交渉と、工事着手に向けて段階的に取り

組みます。 

（これまでの実績(Ｈ25.2～7)： 

ワークショップ開催 延 23 回(市内 6 地区) 等） 

②産業の再生及び創出、技術力の強化 

◆国（経済産業省）が主体となり実施する浮体式洋

上風力発電の実証研究に向け、漁業を始めとする

関係者との協議などを行いました。 

平成２５年１０月から２メガワット風車が広野・

楢葉沖約２０ｋｍで本格的に発電を開始するのに

加え、平成２６年度から７メガワット風車２基も

順次設置する予定です。 

風力発電関連産業の集積等に繋がるように、国や

事業者と連携して実証研究を進めていきます。 

◆農業生産性の向上と担い手への農地集積等を目的

としたほ場整備事業を行うため、復興交付金の交

付決定を受けました。 

今後は、境界測量、実施設計及び区画整理に取り

組み、効率的かつ安定的な農業経営の確立を目指

します。 

（これまでの実績： 

復興交付金交付決定 下仁井田地区（Ｈ25.1） 

錦・関田地区（Ｈ25.3） 

夏井地区（Ｈ25.8））

防災緑地ワークショップの状況 

２メガワットダウンウィンド 

浮体式洋上風力発電設備 

錦・関田地区ほ場整備予定地 
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③多様で活発な交流の促進 

◆風評払しょくのため、県外の行政機関を対象に復

興に向けた取組や被災状況の説明、被災地視察の

現地ガイドを実施しています。 

今後も継続して受入活動を行い、被災地からの情

報を発信していきます。 

（これまでの実績(Ｈ25.7 現在)： 

被災地視察 118 団体(2,751 名) 等） 

④浜通りの復興拠点地域としての整備促進 

◆原子力災害により避難生活を余儀なくされている

方々のため、復興公営住宅を建設します。 

現在、先行整備が決定した 250 戸について詳細設

計中であり、平成２６年度末の入居開始に向け計

画的に整備を進めます。 

（これまでの実績： 

復興公営住宅整備決定 常磐地区 50 戸 

小名浜地区 200 戸） 

◆避難者間でのコミュニティの維持や、長引く避難

生活を支援するため、避難者に向けた各種情報の

発信、支援に関するニーズの把握、地元住民との

交流促進等に取り組む事業を平成２５年度より開

始し、市内ＮＰＯ団体と連携しながら様々な方面

から避難生活を支援していきます。 

●現段階の問題点・改善等が必要な項目

①いわきの復興をより加速させるために、公共インフラの早期整備や、風評

の払しょくに向けた取組を継続していく必要があります。 

②長期に渡る避難生活で発生する様々な課題に対して、柔軟に対処していく

必要があります。 

被災地視察の様子 

被災者のための情報紙 

復興公営住宅整備イメージ 
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